様式第1号（第７条関係）Ａ
整理番号



川越市提案型協働事業補助金申請書

　（提出先）
川越市長　森　田　初　恵
令和　年   月 　 日　　

	団体名
	

	所在地
	〒    -    
川越市

	代表者氏名
	　 　　　　　　　　　　　　　　　



川越市と協働して地域の課題解決に向けた活動を行うため、川越市提案型協働事業補助金交付
要綱第７条の規定に基づき次のとおり協働事業に係る補助金の申請書を提出します。
	協働事業名称
	

	協働事業所管課
	


※「協働事業名称」につきましては、団体名を記載するのではなく、原則として事業に関
連する名称としてください。
【添付書類】提出にあたっては、次の書類を添付してください。
①提案型協働事業収支予算書（様式第２号）　
②団体概要書（様式第３号）　　　　　　　　
③その他参考となる書類（団体の定款・規約等、会員名簿、活動内容がわかる書類等）

	該当する内容に「レ点」を付けてください。※複数可

	①市の特性を生かしたまちづくり事業
	
	⑤文化・スポーツ・生涯学習の振興等に関する事業
	

	②地域コミュニティづくりに関する事業
	
	⑥健康・福祉の向上に関する事業
	

	③安全安心な地域づくりに関する事業
	
	⑦市の産業の振興に関する事業
	

	④地域の生活環境の向上に関する事業
	
	⑧その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	


○申請書の提出に必要な費用については、提出者の負担となります。
○提案された協働事業名称等はホームページ等により公表する予定です。
○提出された書類等については、原則として情報公開の対象となります。
※返却しませんので、必要な場合はあらかじめコピー等をとってください。
○審査の結果は、申請者に文書で通知します。
○補助金の交付決定とされた提案については、その事業概要等を公表します。










様式第１号（第７条関係）団体名：
，
Ａ

川越市提案型協働事業補助金申請書

	事業の内容
	【事業目的】





【事業内容】










	実施スケジュール
	時　　期
	内　　　　　　容

	
	




	


	協働の役割分担
	役割分担についての意見等

	
	○提案団体が果たそうとする役割
	



	
	○川越市に期待する役割

	



	その他意見等
	




※様式については、必要に応じて行の高さ等の変更を行ってください。
※記入欄に不足を生じる場合は別紙でも結構です。（Ａ４判１枚程度でお願いします。）
様式第２号（第７条関係）Ｂ

川越市提案型協働事業補助金収支予算書団体名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	金　額
	積　算　内　訳
	備　考

	【収入】
	
	
	

	協働事業補助金
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	収入合計（Ａ）
	
	
	

	【支出】
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	  
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	

	収支差額（Ａ）-（Ｂ）
	
	
	


※協働事業に係る収支予算額を記入して下さい。
川越市が補助対象とする経費は、実施する協働事業に直接要する経費です。団体事務所の賃借料、光熱水費などの管理費は対象外となります。
また、この事業に関して、他に収入がある場合も記入して下さい。
※収支差額（Ａ）-（Ｂ）はゼロとなるよう収支を調整の上記入して下さい。
《参考：支出経費の区分例》
○報償費（講師謝金等）○旅費○消耗品費○印刷製本費（チラシ等の印刷費）○通信運搬費（電話料を除く）○保険料〇手数料○使用料（会場借上料等）○賃借料（備品借上げ料等）○原材料（材木等）○備品購入費（事業に必要と認められる概ね２万円以上の物品）等　




様式第３号（第７条関係）Ｃ

団体概要書

	団体名
	（ふりがな）

	
	

	所在地
	〒
　川越市

	代表者氏名
	（ふりがな）

	
	　　

	連絡者氏名
	（ふりがな）

	
	　　　

	
	　住所　
　
電話　    （     ）    　　　　　　FAX　   （    ）
　e-mail　

	活動歴
	　　  年　  ケ月（令和７年４月１日現在）

	会員数（構成員数）
	　　    人（※うち当該事業に携わる人数     人）

	団体の目的
	※会則等で確認できる場合は、省略可能です。


	主な活動内容
	

	主な活動地域
	川越市

	これまでの
事業実績等
	※これまでに、本事業以外に市や他の行政機関から補助等を受け事業を実施したことがある場合について、その事業名称や内容等をご記入ください。

	
	





